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生物多様性国家戦略2010（案）のポイント 

 

ポイント１：中長期目標（2050年）と短期目標（2020年）の設定 

ポスト2010年目標の日本提案を踏まえ、初めて目標年を明示した総合的・段

階的な目標（中長期目標（2050年）と短期目標（2020年））を設定。 

 

◆中長期目標（2050年） 

人と自然の共生を国土レベル、地域レベルで広く実現させ、わが国の生物

多様性の状態を現状以上に豊かなものとするとともに、人類が享受する生態

系サービスの恩恵を持続的に拡大させる。 

 

◆短期目標（2020年） 

生物多様性の損失を止めるために、2020年までに、 

① わが国の生物多様性の状況を科学的知見に基づき分析・把握する。生物

多様性の保全に向けた活動を拡大し、地域に固有の動植物や生態系を地域

の特性に応じて保全するとともに、生態系ネットワークの形成を通じて国

土レベルの生物多様性を維持・回復する。 

とりわけわが国に生息・生育する種に絶滅のおそれが新たに生じないよ

うにすると同時に、現に絶滅の危機に瀕した種の個体数や生息・生育環境

の維持・回復を図る。 

② 生物多様性を減少させない方法を構築し、世代を超えて、国土や自然資

源の持続可能な利用を行う。 

③ 生態系サービスの恩恵に対する理解を社会に浸透させる。生物多様性の

保全と持続可能な利用を、地球規模から身近な市民生活のレベルまでのさ

まざまな社会経済活動の中に組み込み（生物多様性の主流化）、多様な主体

により新たな活動が実践される。 

 

 

ポイント２：COP10の日本開催を踏まえた国際的な取組の推進 

2010年10月に生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）が愛知県名古屋市

で開催され、わが国はCOP11（2012年）までCOP議長国を努めることを踏まえ、

生物多様性の保全と持続可能な利用を地球規模で実現するための国際的なリー

ダーシップを発揮。 

 

 

資料４ 
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○COP10の成功 

COP10で主要議題となる、①ポスト2010年目標を含む生物多様性条約戦略計

画の改定、②遺伝資源へのアクセスと利益配分（ABS）に関する国際的な枠組み、

③カルタヘナ議定書「責任と救済」に関するルールと手続などの議論にリーダ

ーシップを発揮する。 

 

○SATOYAMAイニシアティブの推進 

わが国の里山など、生物多様性の保全と持続可能な自然資源の利用・管理に

貢献するための世界共通理念を「SATOYAMAイニシアティブ」として世界に発信

するとともに、多様な主体の支持・参加を得た国際協調の枠組みを設立するこ

とで、問題の解決に貢献する。 

 

○科学的な基盤の強化 

 地球規模での生物多様性モニタリングのネットワーク化の推進を通じて、生

物多様性施策の推進に必要な科学的な基盤の強化に貢献する。国内においては、

関係機関が連携して既存の生物多様性に関する情報のネットワーク化を進める。 

 

○科学と政策のインターフェース（接点）の強化 

生物多様性版IPCCと言われる「生物多様性と生態系サービスに関する政府間

プラットフォーム（IPBES）」の設立に関する国際的な検討プロセスに積極的に

関与し、効果的・効率的な枠組みとなるよう貢献する。 

 

○生物多様性における経済的視点の導入 

生態系と生物多様性の経済評価（TEEB）の取りまとめ作業に連携・協力する

とともに、国際的な議論の動向も踏まえて、生物多様性の保全と持続可能な利

用に経済的視点を導入した、効果的な政策の検討に着手する。 

 

○途上国の支援 

ポスト2010年目標の達成など、生物多様性の保全と持続可能な利用に向けて、

途上国への支援を実施する。 

 

 

ポイント３：COP10を契機とした国内施策の充実・強化 

 COP10を契機として、生物多様性の保全と持続可能な利用を、様々な社会経済

活動の中に組み込み（生物多様性の主流化）、多様な主体が行動する社会の実現

に向けた検討・支援を行うとともに、国内の関連施策を飛躍的に充実・強化。 
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○生物多様性の社会における「主流化」の促進 

国民、事業者、地方公共団体などの多様な主体が行動する社会を実現するた

め、官民のパートナーシップによる国民運動の推進や生物多様性に配慮した事

業活動の推進などを通じて、生物多様性の社会における「主流化」を促進する。 

 

○地域レベルの取組の促進・支援 

地方公共団体、企業、NGO、市民など地域の多様な主体が、地域の特性に応じ

た生物多様性保全の取組を促進するための仕組みの検討や、地域が主体となっ

た生物多様性の保全・再生活動や「生物多様性地域戦略」など総合的な計画づ

くりを支援する。 

 

○絶滅のおそれのある野生動植物の保全施策の充実 

絶滅のおそれのある種の状況の把握と減少要因の分析を行い、必要な措置を

種ごとに明らかにするなど、種の保存法の施行状況の評価を踏まえ、今後のあ

り方を検討し、必要な対策を講じる。 

絶滅のおそれのある種が集中する地域などのホットスポットを特定し、地域

全体の生物多様性を保全・再生する手法や制度を検討する。 

 

○海洋の保全・再生の強化 

海洋の生物多様性の保全を総合的に推進するため、「海洋生物多様性保全戦

略」を策定するとともに、海洋保護区の設定の推進や、自然公園法と自然環境

保全法の改正を受けた海洋の保全・再生の取組を強化する。 

 

○自然共生社会、循環型社会、低炭素社会の統合的な取組の推進 

持続可能な社会の実現に向け、里山バイオマスの利用促進など、循環型社会、

低炭素社会、自然共生社会の統合的な取組を推進する。 

 

 

ポイント４：具体的施策の充実・強化 

 上記の取組の充実・強化に伴い、第２部「行動計画」の具体的施策及び数値

目標を拡充。 

 

○具体的施策の数：約660→約720 

○数値目標の数 ：34→35 


